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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
監視空間へ周波数が互いに異なる複数の送信波を時分割送信する送信手段と、
前記送信波に対する反射波を受信する受信手段と、
前記送信波ごとに、当該送信波及びその反射波からドップラ信号を抽出するドップラ信号
抽出手段と、
前記各送信波に対応した複数の前記ドップラ信号の差信号を複数生成する差信号生成手段
と、
前記複数の差信号同士の位相差を算出する位相差算出手段と、
前記位相差から前記ドップラ信号のドップラ周波数を算出するドップラ周波数算出手段と
、
前記ドップラ周波数における前記差信号の振幅および当該ドップラ周波数における前記位
相差に基づく距離から移動物体からの反射の強度分布を算出する強度分布算出手段と、
前記ドップラ周波数における前記位相差に基づく距離および当該ドップラ周波数における
速度から移動物体の速度分布を算出する速度分布算出手段と、
前記強度分布から同一移動物体とみなす固まりを求め、当該固まりの距離における前記速
度分布を参照して同一移動物体毎に得られる検出対象らしさの度合いから検出対象の移動
物体の有無を判定する判定手段と
を有することを特徴とする移動物体検出装置。
【請求項２】
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前記位相差算出手段は、少なくとも複数の前記位相差の組を算出し、
前記ドップラ周波数算出手段は、前記複数組の位相差を比較し、略一致する周波数帯域を
ドップラ周波数として抽出する請求項１に記載の移動物体検出装置。
【請求項３】
前記複数組の位相差の比に基づき、前記複数の送信波間の周波数間隔の比を算出する送信
周波数間隔比算出手段と、
前記送信周波数間隔比算出手段にて算出した周波数間隔の比と事前に設定した周波数間隔
比を比較し、一致せずに変動を検出すると、前記送信波の周波数を事前に設定した周波数
間隔比を保つように補正するよう前記送信手段に指示を与える補正指示手段と
を有する請求項１または請求項２に記載の移動物体検出装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ドップラ信号を周波数分析することによって移動物体に基づくドップラ周波数
を抽出して移動物体を特定する装置に関する。特に、雨滴等の落下と人体の移動とを識別
可能な移動物体検出装置に関する。
 
【背景技術】
【０００２】
　近年、監視空間にマイクロ波、ミリ波等の電波を送信して、監視空間内に存在する物体
からの反射波を受信して得られたドップラ信号を周波数分析することによって移動物体の
速度や移動物体までの距離を計測するセンサが知られている。これらの内、周波数が僅か
に異なる２種類の電波を送受信して移動物体までの距離を高精度に計測する方法として２
周波ＣＷ方式が知られている。
【０００３】
　２周波ＣＷ方式は、送信した２種類の送信周波数に対応する受信波間の位相差から距離
を求める方式である。通常、受信波の位相を直接計測することができないため、送信波と
受信波をミキシングしてドップラ信号を生成し、その位相差から移動物体までの距離を求
める方法が採られる。
【０００４】
　下記特許文献１、２には、自動車用の衝突防止装置として２周波数ＣＷ方式を利用した
車載レーダ装置が記載されている。
【特許文献１】特開２００３－２３２８５３号公報
【特許文献２】特開２００２－７１７９３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、監視空間内への人間の侵入検知を対象とするセンサに２周波ＣＷ方式を
使用する場合には、センサ直下を落下する水滴によって発生するドップラ信号が問題とな
る場合がある。ドップラ信号の強度は移動物体の反射断面積に比例し、センサと移動物体
との間の距離の４乗に反比例するという性質があるため、センサから遠い距離であれば前
述の雨滴の落下等は強度が非常に小さくなるため問題ないが、センサから非常に近い距離
を雨滴が落下する場合、そのドップラ信号の強度は非常に強いものとなり、場合によって
は監視空間中をセンサから或る程度離れた位置を移動する人間に起因するドップラ信号が
正しく測定できなくなるという問題があった。
【０００６】
　また、本来複数の移動物体の速度が異なればドップラ信号を周波数分析することにより
得られるドップラ周波数により複数物体の切り分けは可能であるが、前述のような雨滴の
落下現象に起因するドップラ信号は、持続時間の短いインパルス的な信号であるため、ド
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ップラ信号を周波数分析して得られるドップラ周波数成分は、強度が強く周波数軸上の広
がりが広帯域なものとなるため、人間の移動速度が異なったとしても雨滴の落下に起因す
るドップラ周波数成分に埋もれてしまうという問題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
かかる課題を解決するために、本発明は、監視空間へ周波数が互いに異なる複数の送信波
を時分割送信する送信手段と、前記送信波に対する反射波を受信する受信手段と、前記送
信波ごとに、当該送信波及びその反射波からドップラ信号を抽出するドップラ信号抽出手
段と、前記各送信波に対応した複数の前記ドップラ信号の差信号を複数生成する差信号生
成手段と、前記複数の差信号同士の位相差を算出する位相差算出手段と、前記位相差から
前記ドップラ信号のドップラ周波数を算出するドップラ周波数算出手段と、前記ドップラ
周波数における前記差信号の振幅および当該ドップラ周波数における前記位相差に基づく
距離から移動物体からの反射の強度分布を算出する強度分布算出手段と、前記ドップラ周
波数における前記位相差に基づく距離および当該ドップラ周波数における速度から移動物
体の速度分布を算出する速度分布算出手段と、前記強度分布から同一移動物体とみなす固
まりを求め、当該固まりの距離における前記速度分布を参照して同一移動物体毎に得られ
る検出対象らしさの度合いから検出対象の移動物体の有無を判定する判定手段とを有する
ことを特徴とする移動物体検出装置を提供する。
 
【０００８】
　また、前記位相差算出手段は、少なくとも複数の前記位相差の組を算出し、前記ドップ
ラ周波数算出手段は、前記複数組の位相差を比較し、略一致する周波数帯域をドップラ周
波数として抽出することが好適である。
【０００９】
更に、前記複数組の位相差の比に基づき、前記複数の送信波間の周波数間隔の比を算出す
る送信周波数間隔比算出手段と、前記送信周波数間隔比算出手段にて算出した周波数間隔
の比と事前に設定した周波数間隔比を比較し、一致せずに変動を検出すると、前記送信波
の周波数を事前に設定した周波数間隔比を保つように補正するよう前記送信手段に指示を
与える補正指示手段とを設けることが好適である。
 
【発明の効果】
【００１０】
　受信したドップラ信号同士の差信号を用いることにより、センサと移動物体との距離が
近づくほど振幅を抑制する信号処理を行うことで、センサからの距離が近い位置に雨滴が
落下する場合などノイズの影響を排除することができ、広い範囲の監視領域を高精度で計
測することが可能な移動物体検出センサを実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態（以下、実施形態という）である移動物体検出装置について
、図面に基づいて説明する。本実施形態では、移動物体検出装置を、監視空間への人間の
侵入を検知する移動物体検出センサの用途で用いた場合の例について説明する。また、送
受信する信号をマイクロ波とし、３つの異なる周波数のマイクロ波を時分割で送受信する
場合の例として説明する。
【００１２】
＜実施形態１＞
　図１及び図２は、実施形態１に係る移動物体検出装置の概略ブロック構成図であり、図
１には送信部及び受信部が詳しく示されており、図２には処理部が詳しく示されている。
【００１３】
　送信部１００は、階段状の電圧波形を発生する階段波発生器１１０、マイクロ波を発生
する電圧制御型発振器１２０、マイクロ波の逆流を防ぐと共に、マイクロ波を送信アンテ



(4) JP 4950537 B2 2012.6.13

10

20

30

40

50

ナ１４０とミキサ２２０に分配する方向性結合器１３０、及びマイクロ波を監視空間に放
射する送信アンテナ１４０で構成され、異なる３つの周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を持つ連続
的なマイクロ波を時分割で監視空間に送信する。
【００１４】
　３周波ＣＷ方式である本装置では、階段波の電圧値は、マイクロ波の周波数を規定する
。電圧制御型発振器１２０では、階段波の電圧値に基づいた周波数のマイクロ波を発生す
る。すなわち、階段波発生器１１０は、３種類の電圧値が周期的に現れる図３に示すよう
な電圧波形を発生し、これにより電圧制御型発振器１２０は、周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３の
マイクロ波を順次発生する。本実施形態では、ｆ１を２４．１５０００ＧＨｚ、ｆ２を２
４．１５１２５ＧＨｚ、ｆ３を２４．１５３７５ＧＨｚとする。
【００１５】
　また、階段波の発生周期は、マイクロ波の周波数の切替周期を規定する。すなわち、電
圧制御型発振器１２０では、階段波に同期してマイクロ波の周波数をｆ１→ｆ２→ｆ３→
ｆ１→…といった具合に切り替える。階段波は受信部２００の切替器２３０にも入力され
、サンプルホールド２４０，２４２，２４４の同期にも利用される。階段波の発生周期は
通常、数十ｋＨｚから数百ｋＨｚ程度に設定する。本実施形態では、発生周期を８０ｋＨ
ｚとする。これにより切替周期は４．１７μ秒に規定される。
【００１６】
　送信部１００から送信されたマイクロ波は、監視空間内に存在する物体で反射され、反
射波として受信部２００で受信される。監視空間内に移動物体が存在する場合、反射波に
は移動物体によるドップラ成分が含まれる。
【００１７】
　受信部２００は、反射波を受信する受信アンテナ２１０、反射波と方向性結合器１３０
からのマイクロ波とをミキシングして反射波に含まれるドップラ成分のみを抽出し、ドッ
プラ信号として出力するミキサ２２０、階段波発生器１１０からの階段波の発生周期に同
期してドップラ信号を周波数ｆ１のマイクロ波によるものと周波数ｆ２のマイクロ波によ
るもの及び周波数ｆ３のマイクロ波によるものとに分離する切替器２３０、切替器２３０
によって不連続になった各ドップラ信号を補間するサンプルホールド２４０，２４２，２
４４（図１ではＳ／Ｈと略記）、ドップラ信号間で差を計算する差信号算出部２５０，２
５５、各ドップラ差信号を増幅するアンプ２６０，２６５、各ドップラ差信号の折り返し
歪みを抑圧するアンチエリアスフィルタ２７０，２７５、Ａ／Ｄ変換器２８０，２８５で
構成される。
【００１８】
　アンチエリアスフィルタ２７０、２７５は比較的急峻な帯域阻止特性を持つアナログフ
ィルタとする。Ａ／Ｄ変換器２８０，２８５はサンプリングレートが１１．０２５ｋＨｚ
のものを採用する。このときのナイキスト周波数は移動物体の速度に換算すると時速１２
３ｋｍに相当し、侵入検知で分析しようとする人間の移動速度に相当する周波数より十分
に高い。
【００１９】
　すなわち、受信部２００は、反射波を受信し、反射波に含まれる３つの周波数のドップ
ラ成分の抽出、異なる２組のドップラ成分を選択し、選択したドップラ成分の差分である
差信号を算出、算出した差信号をデジタル信号に変換して処理部３００へ出力する。
【００２０】
　以下、周波数ｆ１のマイクロ波によるドップラ信号を第一ドップラ信号、周波数ｆ２の
マイクロ波によるドップラ信号を第二ドップラ信号、周波数ｆ３のマイクロ波によるドッ
プラ信号を第三ドップラ信号と称する。
【００２１】
　また、第一ドップラ信号と第二ドップラ信号との時間軸上で差を求めた信号を第一ドッ
プラ差信号と称し、同様に、第二ドップラ信号と第三ドップラ信号の差を求めた信号を第
二ドップラ差信号と称する。
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【００２２】
　ここで、差信号を求める際には、いずれのドップラ信号から他方を引いても、その情報
を処理部３００が記憶しておけば構わない。また、第一ドップラ信号と第三ドップラ信号
と差を求めた信号を用いることもできる。２周波ＣＷ方式の原理により、ドップラ差信号
同士の位相差を求める必要があるため、３つのドップラ信号から少なくとも２つのドップ
ラ差信号を求めることが必要となる。
【００２３】
　次に、図２を参照して、第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信号に対する処理部
３００の処理について説明する。
【００２４】
　処理部３００は、デジタル信号を処理するＤＳＰやＣＰＵ等のプロセッサ、プログラム
やパラメータを記憶するＦＬＡＳＨメモリ等の不揮発性メモリ、処理結果等を一時記憶す
るＤＲＡＭ等の揮発性メモリ等により構成される。
【００２５】
　処理部３００は、受信部２００から入力される第一ドップラ差信号、第二ドップラ差信
号を蓄積するバッファ部３１０，３１５、高速フーリエ変換（ＦＦＴ；Ｆａｓｔ　Ｆｏｕ
ｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）等により複素スペクトルに変換する周波数分析部３３０
，３３５、第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信号の複素スペクトルを基にドップ
ラ周波数，ドップラ振幅値，ドップラ位相差を抽出するドップラ周波数抽出部３４０、移
動体検知装置から移動物体までの距離を算出する距離算出部３５０、移動物体の速度分布
を算出する速度分布算出部３７０、移動物体の強度分布を算出する強度分布算出部３６０
と、侵入者の有無を判定する侵入判定部３８０と、判定結果を出力する出力部４００から
構成される。
　これらの各部はプログラムとして不揮発性メモリに記憶されたプログラムや各種ハード
ウエア・ファームウエアにて構成されている。
【００２６】
　以下、処理部３００に含まれる各部について説明する。
　バッファ部３１０は、Ａ／Ｄ変換器２８０でデジタル化された第一ドップラ差信号のデ
ータのうち、少なくともＮ個の最新データを蓄積する。本実施形態では、ＦＩＦＯ（Ｆｉ
ｒｓｔ　Ｉｎ　Ｆｉｒｓｔ　Ｏｕｔ）バッファで構成し、Ｎを２０４８とする。
【００２７】
　周波数分析部３３０は、バッファ部３１０からのデータにハミング窓によるウィンドウ
処理を施し、ウィンドウ処理したデータをＦＦＴにより周波数分析して複素スペクトルを
算出する。尚、ウィンドウ処理の窓関数としてハニング窓等を用いても良いし、周波数分
析を離散フーリエ変換（ＤＦＴ；Ｄｉｓｃｒｅｔｅ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒ
ｍ）等で行っても良い。
【００２８】
　バッファ部３１５、周波数分析部３３５は第二ドップラ差信号を処理する。バッファ部
３１５はバッファ部３１０と、周波数分析部３３５は周波数分析部３３０と、それぞれ同
じであるので説明は省略する。
【００２９】
　ドップラ周波数抽出部３４０は、周波数分析部３３０から入力される第一ドップラ差信
号の複素スペクトルと、周波数分析部３３５から入力される第二ドップラ差信号の複素ス
ペクトルを用いて便宜的に第三ドップラ差信号の複素スペクトルを算出し、３つのドップ
ラ差信号の複素スペクトル同士の位相差を用いて、ドップラ周波数を算出する。
【００３０】
　具体的には、第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信号のそれぞれの複素スペクト
ルの位相差成分の比が、送信周波数の間隔比とほぼ一致するという関係を用いることによ
りドップラ周波数を検出する。３つのドップラ信号間の２つの位相差は互いに独立ではな
く、３種類の送信周波数の間隔との間に式（１）の関係が成り立つ。
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【００３１】
【数１】

【００３２】
　ここで位相差Δφ１（ｆ）と位相差Δφ２（ｆ）は各々第二と第一、第三と第二のドッ
プラ信号の位相差を示す。式（１）の関係を満たす周波数成分をドップラ周波数として検
出することにより、人間のようにドップラ信号を周波数分析したときに明確なピークが出
現しない場合でもドップラ周波数を検出することが可能となる。
【００３３】
　ドップラ周波数抽出部３４０が第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信号のそれぞ
れの複素スペクトルの位相θ１（ｆ）、θ２（ｆ）から位相差Δφ１（ｆ）と位相差Δφ

２（ｆ）を算出する方法について説明する。第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信
号のそれぞれの複素スペクトルの位相とドップラ信号間の位相差には式（２）に示す関係
がある。
【００３４】

【数２】

【００３５】
　ここで、θ３（ｆ）は、第三ドップラ差信号の複素スペクトル（第三ドップラ信号と第
一ドップラ信号の差信号における複素スペクトル）の位相を示す。上式において新たに、
第三のドップラ差信号の位相が必要になるが、ここでは、第一ドップラ差信号および第二
ドップラ差信号のそれぞれの複素スペクトルから、便宜的に第三のドップラ差信号の複素
スペクトルを求める方法を説明する。
【００３６】
　第三ドップラ差信号（第三ドップラ信号と第一ドップラ信号の差）の複素スペクトルＦ

ｓ３（ｆ）は第一ドップラ差信号の複素スペクトルをＦｓ１（ｆ）と第二ドップラ差信号
の複素スペクトルをＦｓ２（ｆ）を用いて式（３）から算出する。
【００３７】
【数３】

【００３８】
次に、得られた３つの差信号の複素スペクトルから第一から第三のドップラ差信号の位相
特性θ１（ｆ），θ２（ｆ），θ３（ｆ）を算出する。
 
【００３９】
　次に、算出した位相特性θ１（ｆ），θ２（ｆ），θ３（ｆ）から位相差Δφ１（ｆ）
，Δφ２（ｆ）を前述の式に従い算出する。尚、コスト的に許容されるのであれば、図１
のハードウエアの構成にＡ／Ｄ変換器等を追加して、第三ドップラ差信号の複素スペクト
ルを直接測定できるようにしてもよい。
【００４０】
　また、周知のようにドップラレーダ装置においては、２つのドップラ周波数間の位相差
がπ以上になると位相比較の結果が不確定になるため、算出した位相差Δφ１（ｆ）およ



(7) JP 4950537 B2 2012.6.13

10

20

30

40

50

びΔφ２（ｆ）が［－π，＋π］の範囲におさまるように２πを加減算して調整する。以
上の処理にて２つの位相差が求められる。
【００４１】
　次に、ドップラ周波数抽出部３４０は、算出した位相差から移動物体に起因する信号成
分を含む周波数をドップラ周波数として抽出する。すなわち、ｆ１を２４．１５０００Ｇ
Ｈｚ、ｆ２を２４．１５１２５ＧＨｚ、ｆ３を２４．１５３７５ＧＨｚとしているため、
間隔はそれぞれ１．２５ＭＨｚと２．５MＨｚとなるため、位相差Δφ２（ｆ）はΔφ１

（ｆ）の２倍の値になっていなければならない。
【００４２】
　したがって、ドップラ周波数抽出部３４０は、位相差Δφ２（ｆ）と位相差Δφ１（ｆ
）に２倍した結果を比較し、その差分が予め定めたしきい値以下の周波数成分をドップラ
周波数として抽出することができる。
【００４３】
　ここで得られるドップラ周波数は、移動物体が１つの場合は１つの周波数成分が得られ
る場合もあるが、人体の歩行など複数の速度成分を持つ物体の場合は、通常複数の周波数
成分からなる周波数帯域として得られる。
【００４４】
距離算出部３５０は、ドップラ周波数ごとに、第一ドップラ差信号および第二ドップラ差
信号のそれぞれの複素スペクトルの位相差を求め、位相差を用いて移動物体までの距離を
算出する。
 
【００４５】
　具体的には、ドップラ周波数抽出部３４０にて抽出したドップラ周波数ごとに、算出し
た第一ドップラ差信号および第二ドップラ差信号のそれぞれの複素スペクトルの位相差を
基に移動物体までの距離を算出する。光速をｃ、ドップラ周波数の集合をＦｄとすると、
移動物体までの距離Ｒ（ｆ）は式（４）にて求まる。式（４）は、従来の２周波ＣＷ方式
のレーダの距離を算出する式と同じである。
【００４６】

【数４】

　ここでＦｄは抽出したドップラ周波数の集合を表す。
【００４７】
　強度分布算出部３６０は、ドップラ周波数ごとに第一ドップラ差信号の強度と第二ドッ
プラ差信号の強度から元のドップラ信号の強度を算出し、その平均値を求め、求めた平均
値を距離算出部３５０が算出した距離と対応付け、強度分布を算出する。
【００４８】
　具体的には、ドップラ周波数抽出部３４０にて抽出したドップラ周波数ごとに、第一ド
ップラ差信号の複素スペクトルと、第二ドップラ差信号の複素スペクトルとを読み出し、
読み出した各複素スペクトルの強度を算出し、元のドップラ信号の強度を算出する。
【００４９】
　ここでは、位相差Δφ１（ｆ）を用いて式（５）に代入して元々のドップラ信号の強度
の推定値を算出する。式（５）は、２つのドップラ信号及びその差信号がドップラ周波数
毎に三角関数で表せることに基づき、加法定理を用いて導出することができるもので、元
のドップラ信号の強度は差信号の強度と２つのドップラ信号の複素スペクトルの位相差を
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用いて表現できることを示す。
【００５０】
【数５】

【００５１】
　また、位相差Δφ２（ｆ）からも、式（６）にて元のドップラ信号の強度を算出できる
ため、算出した２つ強度の推定値の平均値や最大値を各ドップラ周波数における強度とし
てもよい。
【００５２】

【数６】

【００５３】
　さらに、２つの強度の差があらかじめ定められた値よりも大きい場合には、ノイズの可
能性が高いとして、その周波数をドップラ周波数から除外するように構成しても良い。
【００５４】
　また、強度分布の算出の際には距離による減衰の補正も同時に行い、所定値以下の弱い
振幅値の周波数をドップラ周波数から除外するようにしてもよい。
【００５５】
　速度分布算出部３７０は、ドップラ周波数抽出部３４０にて抽出したドップラ周波数毎
に移動物体の速度を求め、求めた速度を距離算出部３５０が算出した距離とドップラ周波
数によって対応付けて速度分布を算出する。
【００５６】
　具体的には、ドップラ周波数をｆｄとすると、移動物体の速度ｖは式（７）にて求まる
。式（７）ではドップラ周波数の速度を求めるために、３つの送信周波数の平均値（ｆ１

＋ｆ２＋ｆ３）／３を用いている。
【００５７】
【数７】

【００５８】
　侵入判定部３８０は、強度分布算出部３６０で算出した強度分布、速度分布算出部３７
０で算出した移動物体の速度分布を基にして移動物体が人であるかを判断し、人であると
判断したら、侵入ありとの判定を行う。
【００５９】
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　具体的には、周波数軸上にて隣り合うドップラ周波数において求められた距離、強度、
が、予め定めた閾値以内にあるもの同士を同一移動物体によるものとみなすクラスタリン
グ処理を行う。そして、同一移動物体とみなした固まりごとに距離の重心位置、平均強度
、強度分散値を求める。次に、速度分布を参照し、同一移動物体とみなした各距離値に対
応する速度値の平均値と分散値を求める。最後に、同一移動物体ごとに、速度値の平均値
と分散値、強度の平均値と分散値に所定の演算を施して人間らしさの度合いを求め、人間
らしさの度合いが予め定めたしきい値以上であれば侵入ありと判定する。
【００６０】
　出力部４００は、侵入判定部３８０が侵入ありと判定した場合に、検知信号を侵入検知
装置の外部に出力する。検知信号は、警備システムのコントローラ等（図示せず）に入力
され、コントローラにて、侵入検知を意味する表示や通信回線を介した警備センタへの通
報等が行われる。
【００６１】
　本実施形態では、送信周波数の間隔が１：２となるように設定しているが、これはあく
まで一例であり、もちろん等間隔とするように設定することも可能である。
【００６２】
　等間隔にすることにより、測距の際に使用する位相差Δφ（ｆ）を第一ドップラ差信号
の位相θ１（ｆ）と第二ドップラ差信号の位相θ２（ｆ）の差（θ２（ｆ）－θ１（ｆ）
）から直接求めることができるため、信号処理量を減らせる利点がある。
【００６３】
　また、送信周波数の間隔を１：Ｎ（Ｎは１以上の実数）のように不等間隔とした場合は
、複数の最大監視可能距離の設定が可能となり、測距精度を重視した設定と、検知距離の
拡大を重視した設定など用途に応じた処理結果を同時に用いることが可能になる。
【００６４】
　次に本実施形態で、差信号を用いる理由を説明する。
　先ず、図４を参照して、差信号を用いずにドップラ信号をそのまま周波数解析した場合
を説明する。図４は、ドップラ信号の波形（左欄）とそのパワースペクトル（右欄）を示
した図である。
【００６５】
　図４（ａ）は、センサから約３ｍ離れた監視空間内を人間が移動している場合であり、
パワースペクトル（右欄）を見ると、人に起因する比較的急峻な山形波形が周波数１００
付近に出ているのがわかる。また、図４（ｂ）はセンサの直近を水滴が落下している場合
であり、パワースペクトル（右欄）を見ると、水滴に起因する比較的緩やかな山形波形が
出ているのがわかる。
【００６６】
　しかし、図４（ｃ）のように、人と水滴が同時に入った場合では、パワースペクトルか
ら明らかなように人間の移動に起因する信号が水滴に起因する信号によって埋没させられ
てしまい、人と水滴を区別が困難なことがわかる。
【００６７】
　次に、図５を参照して、ドップラ信号から差信号を算出し、周波数解析した場合を説明
する。図５は、第一ドップラ差信号の波形（左欄）とそのパワースペクトル（右欄）を示
した図である。
【００６８】
　図５（ａ）は、センサから約３ｍ離れた監視空間内を人間が移動している場合であり、
図４（ａ）の場合と同様である。図５（ｂ）はセンサの直近を水滴が落下している場合で
あるが、水滴に起因するようなパワースペクトルの山がでていないことがわかる。更に、
図５（ｃ）の人と水滴が同時に入った場合では、図５（ａ）と同様に人に起因するパワー
スペクトルのみが現れていることがわかる。
【００６９】
更に、差信号を求めることの効果について、図６を参照して説明する。
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２つの信号の位相差は、２周波ＣＷ方式の原理に従い、センサからの距離が離れるほど大
きくなる。また、振幅と周波数がほぼ同じ２つの信号の差信号の振幅は、位相差が大きく
なるほど大きくなる。従って、センサからの距離が近い場合は、２つの信号の位相差が小
さいため、差信号の振幅は小さくなる。一方、センサからの距離が遠い場合は、２つの信
号の位相差が大きいため差信号の振幅は大きくなる。即ち、２つの信号の差を取ることに
より、センサからの距離が近いほど振幅を減じる効果が得られることになる。
 
【００７０】
　この差信号の振幅とセンサからの距離の関係の理論値を図６（ａ）に示す。また、図６
（ｂ）は、振幅の距離減衰の理論値を示した図であるが、図６（ｂ）に示すようにマイク
ロ波は、センサからの距離の４乗に比例して振幅が減衰する。観測される信号は、この２
つの効果を掛け合わせたものとなる。図６（ｃ）に距離減衰を考慮した差信号の場合の振
幅値とドップラ信号の場合の振幅値と距離の理論値を示す。図６（ｃ）に示すように、ド
ップラ信号の場合、１０ｍまでの距離を観測するためには８０ｄＢ必要となるが、差信号
を用いる場合は３０ｄＢあればよくダイナミックレンジを圧縮することができる。即ち、
ドップラ信号を直接Ａ／Ｄ変換するよりも、差信号を求めてからＡ／Ｄ変換することによ
り、Ａ／Ｄ変換器に必要なビット数を少なくすることができる。
【００７１】
＜実施形態２＞
　以下、実施形態１に電圧制御型発信器の発振周波数の時間変動を補償する機能を付加し
た実施形態２について図７および図８を参照して説明する。なお、図７および図８中の番
号は図１および図２中の構成要素と同じものに関しては同一の番号を付し、説明を簡略化
する。
【００７２】
　前述のように、侵入検知装置の場合、検知対象は主に人間であり、ドップラ信号を周波
数解析した際に車両等のように明確なピークが出現しないため、ドップラ信号の信号成分
とノイズ成分を判別するため、２つ算出される位相差からドップラ周波数を抽出している
。
【００７３】
　ドップラ周波数の抽出に際して実施形態１では位相差Δφ１（ｆ）とΔφ２（ｆ）があ
る一定の関係を保っていることを前提にしているが、この前提が成立するためには送信周
波数の間隔の比｜ｆ２－ｆ１｜：｜ｆ３－ｆ２｜が一定に保たれている必要がある。しか
し、実際には電圧制御型発信器１２０には温度特性等の理由により発振周波数が時間とと
もに変化することが避けられない。実施形態１に記載した通り、位相差Δφ１（ｆ）と位
相差Δφ２（ｆ）との比が送信周波数の間隔の比とがほぼ一致する周波数をドップラ周波
数として抽出するため、送信周波数の間隔の比が初期設定値からずれると位相差Δφ１（
ｆ）と位相差Δφ２（ｆ）の差が大きくなり、ドップラ周波数を正しく抽出できなくなる
という問題が発生する。
【００７４】
　そこで実施形態２では、温度特性等により発振周波数が多少変動するような電圧制御型
発信器を使用する場合でもドップラ周波数を正しく抽出できるようにするために、ドップ
ラ信号同士の位相差の比が予め記憶してある送信周波数間隔の比と一致しなくなったとき
に、送信周波数間隔の比が変動したと判定し、送信周波数の間隔を自動的に調節するよう
制御する方法について説明する。
【００７５】
　本発明の実施形態２の侵入検知装置における構成を図７に示す。
【００７６】
　送信部１０１は、実施形態１と同様、異なる３つの周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を持つ連続
的なマイクロ波を時分割で監視空間に送信する。
【００７７】
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　階段波の電圧値は、マイクロ波の周波数を規定し、処理部３０１からの指令値に基づい
てｆ２を規定する電圧値を調整する構成となる点が実施形態１と異なる。
【００７８】
　受信部２００は、実施形態１と同様であるため、説明を省略する。
【００７９】
　処理部３０１は、実施形態１と同様、受信部２００から入力される第一ドップラ差信号
、第二ドップラ差信号のデジタルデータから、第一ドップラ差信号および第二ドップラ差
信号の複素スペクトルを基にドップラ周波数抽出部３４０にてドップラ周波数を抽出する
。
【００８０】
　本実施形態においては、抽出したドップラ周波数における位相差から送信周波数の間隔
の比を推定する送信周波数間隔比算出部３４２、推定した送信周波数間隔比に基づいて送
信部１０１に与える電圧指令値を算出する電圧指令値算出部３４４が追加される。
【００８１】
　送信周波数間隔比算出部３４２はドップラ周波数抽出部３４０にて抽出したドップラ周
波数における第二ドップラ信号と第一ドップラ信号の位相差Δφ１（ｆ）と第三ドップラ
信号と第二ドップラ信号の位相差Δφ２（ｆ）の比を算出する。位相差の比は、ドップラ
周波数成分が複数ある場合は平均値を算出する。
【００８２】
　送信周波数間隔比算出部３４２が抽出したドップラ周波数において位相差Δφ１（ｆ）
と位相差Δφ２（ｆ）の比ＦＲ（ｆ）を算出する。
　具体例のひとつとして比ＦＲ（ｆ）を式（８）を用いて算出する。
【００８３】
【数８】

【００８４】
　次に算出した比ＦＲ（ｆ）の平均値ＦＲを求め、送信周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３の設定値
から算出される理論値との間の差ＳＲを式（９）を用いて算出する。
【００８５】
【数９】

【００８６】
　上記のようにＦＲおよびＳＲを設定することで送信周波数の間隔比の推定値をＦＲで、
初期設定値との誤差をＳＲで評価することが出来る。なお、ＳＲは周波数ｆ２が高い場合
は負、低い場合は正になり、その大きさは初期設定値からのずれに比例するため、その値
を用いて電圧制御型発信器１２０に与える指令電圧値を比例制御にて調整することが出来
る。
【００８７】
　具体的な調整方法の例として、電圧制御型発信器１２０の入力電圧と発振周波数の関係
が図９に例示するように単調増加の関係（図中の曲線６００）である場合、αを正の実定
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数として式（１０）によって値を更新するのが好適である。
【００８８】
【数１０】

【００８９】
式（１０）においてαは、電圧値の応答性を制御する係数であり、事前に電圧制御型発振
器への電圧と出力周波数をモニタしながら適切に決定される。αを大きくすれば応答性が
良くなる半面振動的になり、小さくすれば応答性が悪くなる反面安定しやすくなる。式（
１０）に基づき電圧値を調整することにより送信周波数の周波数を調整できる。
 
【００９０】
　尚、位相差の比の算出方法および送信周波数調整のための電圧値の更新方法はあくまで
一例であり、同様の効果が得られる他の手法（例えば比としてΔφ１（ｆ）／Δφ２（ｆ
）を用いたり、送信周波数ｆ２を調整する代わりに送信周波数ｆ１を調整するように構成
する等）を用いても良い。
【００９１】
　電圧指令値算出部３４４は送信周波数間隔比算出部３４２で算出した送信周波数間隔比
と事前に設定した送信周波数間隔比を比較し、その差ＳＲがあらかじめ定めた値以上にな
った場合に、送信部１０１に含まれる階段波発生器１１１で生成される電圧波形を修正す
るための指示を行う。
【００９２】
　各実施形態は、侵入検知装置として説明を行ったが、本発明が速度や距離を計測する移
動物体は人間に限定されるものではなく、車両等を計測対象とした装置にも適用可能であ
る。また、上記各実施形態は、マイクロ波を用いた侵入検知装置として説明を行ったが、
本発明は、マイクロ波に限定されるものではなく、ミリ波などの他の周波数帯の電波ある
いは超音波などの音波、レーザ等の光を用いた装置にも適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】実施形態１に係る移動物体検出装置の概略のブロック構成図である。
【図２】実施形態１に係る移動物体検出装置の処理部の構成を示すブロック構成図である
。
【図３】送信信号に加えられる階段波を示す図である。
【図４】差信号を用いずにドップラ信号をそのまま周波数解析した場合のドップラ信号の
波形とそのパワースペクトルとの関係を示す図である。
【図５】ドップラ信号から差信号を算出し、周波数解析した場合のドップラ信号の波形と
そのパワースペクトルとの関係を示す図である。
【図６】差信号による距離減衰の効果を説明した図である。
【図７】実施形態２に係る移動物体検出装置の概略のブロック構成図である。
【図８】実施形態２に係る移動物体検出装置の処理部の構成を示すブロック構成図である
。
【図９】電圧制御型発信器１２０の入力電圧と発振周波数の関係を示す図である。
【符号の説明】
【００９４】
１００　　送信部
２００　　受信部
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４００　　出力部
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